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メリカの生命倫理は自国の文化を反

映しており、現実的、市場志向的、孤

立的な傾向にある。胚に関する政治がこの混

沌に加わったこの過去数年間で、事実上他国

とは比較の参考にならないほどに狭量で身

勝手な生命倫理が生じてきた。そのすべてが

ジョージ・W・ブッシュ大統領の大統領生命

倫理評議会（発足から3年目）に沿った政策の

せいと言えるわけではないが、その責任は大

きい。評議会は、胚を中心に据えた狭量な政

策を追求することで、公の生命倫理を政治の

下に置いた。さらに際立っているのは、2001

年9月11日の同時多発テロによってアメリカ

政府のほとんどすべてが変化したにもかかわ

らず、なぜか生命倫理評議会には、そして生

命倫理全般にも影響が及ばなかったことで

ある。

　大統領も評議会議長のレオン・カスも、評

議会の仕事を正当化するものとして、オルダ

ス・ハックスリーの『すばらしい新世界（原題：

Brave New World）』を引用している。この小

説で描写されている脅威、つまり、国の「養殖

場」で人工的に生み出される人間や薬物によ

る満足感といったものには現実味があるが、

これを回避することは生命倫理の世界的課題

として唯一のものでもなければ、最重要のも

のでもない。少なくとも、国内外からの保健

医療利用の可能性、科学と医学の商業化、薬

剤の価格、利害の衝突、遺伝子特許、それに国

際的な研究ルールこそ、大いに注目に値する

ものである。

　何千万人ものアメリカ国民が無保険や過少

保険で保健医療を利用する可能性について、

新保守主義的な生命倫理評議会が何も言おう

としないことは、黙認できないまでも理解す

ることはできる。しかし9.11が起こるや、大

統領と議会は、アメリカ愛国者法、バイオテ

ロ法、バイオシールド法など、医学研究に関
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して重大な倫理的意味をもつ新法の制定に着

手した。極秘のバイオテクノロジー研究や、米

国の医療従事者と子供 50万人に天然痘ワク

チンを投与する計画はおろか、人間を対象と

したバイオテロ対策試験に至るまで、テロに

関わるいかなる医学研究の問題にも評議会が

異を唱えすらしなかったのはほとんど理解で

きないことである。

　もちろん政府としては、テロとの全面戦争

を唱えた以上、生命倫理評議会がこの種の議

論に口出しすることを望まないであろう。間

違いなくブッシュ政権は、永久戦争や玉虫色

の表現、恐怖を利用した「頼りになる」政府像

を描いたジョージ・オーウェルの『1984年（原

題：1984）』が『すばらしい新世界』と同じく現

代の生命倫理に重要な意味をもつものである

ことを、アメリカ国民に対して伝えたがって

はいない。対テロ戦争のなかで、いみじくも

無党派の全米研究評議会は、テロや戦争のた

めのバイオテクノロジーを管理するには国際

協調が必要になると推断した1。意義ある生命

倫理にも国際協調が必要であろう。

　テロと戦争を倫理に問わない「聖域」とする

ことが許されたのは、アメリカの生命倫理の

焦点が地理的にも哲学的にも狭いことによる

ものにちがいない。倫理の国際語は人権、特

に国際人権法の言葉であるが、アメリカの生

命倫理は孤立主義的世界観を保ったままであ

る。胚はいかなる人権関連文書に書かれた人

間とも位置づけが異なるため、生命倫理評

議会とすると、人権の国際語を使うことがか

えって好ましくなかったのであろう。しかし、

アブグレイブでのイラク人捕虜への虐待をア

メリカ人医師が止められなかったことであ

れ、人間の卵を得るために韓国のクローン研

究者がとったと思われる倫理的便法であれ、

人権を基本とする国際的生命倫理が必要とし

ているのは、人間のもつ尊厳と権利を尊重す

ることである。何も胚に限定されるものでは

ない。こうした問題に対し、アメリカの生命

倫理は目につくほどの沈黙を保ってきた 2。

　アメリカが生命倫理上の人権に関して国際

的な視点を取り入れていれば、人間のクロー

ンの作製を禁止して子供を守るための条約を

起草しようと2001年8月、フランスとドイツ

が行った国連提案に加わることができたはず

である。アメリカがこの提案に名を連ねてい

れば、世界で初めての生命倫理条約が成立し

た可能性があった。しかしこの提案は、胚を

中心に据えた生命倫理をもつアメリカが、い

かなるクローン作製条約でも研究目的の胚作

製を禁止すべく主張して、事実上廃案に追い

込んだ。

　大統領生命倫理評議会を完全に理解するに

は、当初の政治課題にさかのぼる必要がある。

評議会については、ブッシュ大統領が2001年

8月9日に行った演説で発表された。この演説

で大統領は、国による胚性幹細胞研究への資

金拠出はその時点ですでに確立されていた

「生死が決定済み」の幹細胞株を用いるものに

限るとし、「少なくとも生命の可能性をもつ人

間の胚をこれ以上破壊することを是認したり

支援したりするような資金拠出」は行わない

と述べた。評議会の権限は、「幹細胞研究を監

視すること、適切な指針と規制を勧告するこ

と、および生物医学の革新がはらむ医学およ

び倫理上のあらゆる問題を検討すること」で

あった。

　生命倫理評議会は現在までに報告書 4本と

叢書ひとつを出している。このうち政策の勧

告が記されているのは報告書 2本のみであ

る。最も有名なHuman Cloning and Human

Dignity（2002）では、人間のクローンの作製

禁止と治療目的でクローンを作製する研究の

凍結を議会と大統領に求めている。後から出

された 2本の報告書は幹細胞そのものに焦点

を当てている。Monitoring Stem Cell Re-

search（2003）は、ブッシュ大統領が2001年 ➤➤
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8月9日の演説で表明した幹細胞政策に関して

大胆な倫理的正当化を試みている。ブッシュ

大統領の姿勢の「倫理」は、人間の胚を国内で

これ以上破壊することに税金を使うべきでは

ないという主張をもっぱらの基本としてお

り、民間や他国は何をしてもよいというもの

である。公的資金の拠出がいかにきわめて重

要であるかを主張しているのである。

　評議会はこの姿勢について、「ある活動に資

金を拠出するという決定は…国として正式に

支援と承認を与えると宣言することであり、

その活動が有意義で価値あるものであること

を国全体が政府を介して認めるという積極的

な意志表明である。公的資金で何かが行われ

るということは、そのことがいわば国の名の

もとに承認と奨励を受けて行われることなの

である」として不敵にも正当化しようとして

いる。この説き方は強力なものではあるが、政

治と道徳が不当に結びつけられている。国の

最低限の道徳を示すものは刑法であって資金

拠出の決定ではない3。議会は、ごく一部の少

数（「特別利益」団体とも呼ばれる）にしか関心

のない無数の案件について、資金拠出の可否

を決めている。こうした案件に国が資金を拠

出することは、タバコ農家への補助金であれ

新規の核兵器計画であれ、「有意義で価値ある

ものであることを国全体が…認める」ことで

はない。

　州の資金拠出決定もやはり政治的なもので

ある。来る11月、カリフォルニアの選挙民は、

治療目的の胚性幹細胞研究を認めようという

州憲法改正と、幹細胞研究への公的資金30億

ドル拠出の是非を決める。この案は過大なも

のであるが、ブッシュ政権の幹細胞政策につ

いて住民投票に問おうとする姿勢は分からな

くはない。ここではまた、基本的姿勢として

はカリフォルニアの発議を拒絶する一方、「民

の意志」原則により、幹細胞研究の道徳を決め

る投票という考えは支持するという生命倫理

評議会の混乱した倫理が示されている。

　胚を中心に据え、中絶に反対し、規制を嫌

うという政治課題を宿命とす

る大統領生命倫理評議会は、

たびたびその宿命を乗り越え

られずにきた。最新の報告書

Reproduction and Responsibility（2004）で、

評議会は生殖補助医療技術の倫理に本気で取

り組もうとしているが、結局は胚の保護に回

帰している。アメリカでは生殖補助産業の公

的監視に関してよく練られた国の報告書が待

望されて久しい。しかしこの報告書では、は

るか以前に出されたイギリスやカナダの報告

書とは異なり、行政への勧告を行うのには利

用可能な実際的情報が不足していると結論づ

けることによって、生殖補助に関する困難な

倫理的政治的問題のほとんどすべてが避けら

れている。

　Reproduction and Responsibility （2004）

では、クローン作製の報告書以降で唯一とな

る立法的勧告も行われている。そのなかで最

も重要な点は、「卵と精子の結合以外の方法

によって受胎を図ることの禁止、所定の発生

段階（受精後10～14日後）以降の人間の胚を

研究に使用することの禁止、および人間の胚

を売買することの禁止」である。こうした禁止

事項はいかにも理にかなったものであるが、

倫理的にも政治的にもさらに建設的な方策

は、胚性幹細胞研究に対して議会が公的資金

を拠出し、また行政に効果的な監視を行わせ

ることであろう。

　クリントン政権下では、男女のカップルか

ら寄付された「余分な」体外受精胚を利用した

胚性幹細胞研究を国の資金拠出の対象とする

という国立衛生研究所の姿勢が支持されてい

た。しかしその当時、胚研究への公的資金拠

出に対するこの制約の根拠が政治的なもので

あって倫理的なものではないことはわかって

いた 4（人間の胚がもつ道徳的重要性がその出

自や存在理由とは無関係であるのは、子供の

道徳的重要性と同じである。出自や存在理由

は、問われるものではないのである）。政治家

にとっては、「余分な」胚を用いる研究の方が、

研究自体のために作製された胚よりも支持し

やすい。しかし、研究のために胚を作ったり

破壊したりするべきではないという信念があ

るのであれば、そうした活動は犯罪とみなす

べきであって、規制対象外の民間に委ねては

ならない。

　「余分な胚」という妥協はそれでも、アメリカ

の上院議員58名（中絶に反対

する者を含む）とナンシー・

レーガン元大統領夫人の支持

を得ており、政治的には可能

であろうが、それも11月の大統領選挙後の話

である。ブッシュ大統領の2001年8月の姿勢

に関して生命倫理評議会が信頼に足る倫理

的説明をすることができなければ、ブッシュ

大統領は11月の選挙で、特に患者の代弁者や

家族たちから政治的代償を払わされることに

なるかもしれない。

　アメリカの政治にとって生命倫理が重要で

あるのは立法にとって道徳が重要であるのと

同じであるが、生命倫理が世界的な倫理の発

展に寄与するためではなく主として観念的で

国内的な政治課題に資する目的で利用され

るとすれば、まず視野の狭い利益団体の役に

しか立たない。もう、ブッシュ大統領の生命倫

理評議会を改革するには遅すぎる。国の委員

団というものが政治から完全に解放されるこ

とは不可能であるという現実を受け入れてい

る主流派の生命倫理学者でも、この評議会の

政治的活動は極端で孤立的であると考えてい

る 5。我々はアメリカの生命倫理委員会は今

後、大統領寄りではなく独立したものになる

必要があると考えている。医学、科学、社会の

ためには、全米科学アカデミーのなかに恒久

的な全米生命倫理研究所を設立するのがよい

のではないか。その権限は大きなものとする。

そして、国際的な倫理、特に世界人権宣言の

倫理を採用して、アメリカの閉鎖的な視点で

はなく世界的な視点から出発できるようにす

べきである 6。 ■
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